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Ⅰ　は じ め に

従来，日本では雇用による働き方が支配的で
あり，その比率は上昇を続けてきた 1）。しかし近

雇用によらない働き方における
ワーク・エンゲイジメントの規定要因
──雇用者とフリーランスの比較分析

近年，雇用によらない働き方が注目されているが，現段階では定義自体が曖昧である。そ
こで本研究では，フリーランスの概念を働き方の特徴でとらえた「特定の企業や団体，組
織に専従しない独立した形態で，自身の専門知識やスキルを提供して対価を得る人」を，
雇用によらない働き方の定義とする。そのうえで，フリーランスと雇用者のデータを同時
に分析して，ワーク・エンゲイジメントの水準を比較し，またその水準を規定する要因間
のメカニズムを解明する。組織に所属する雇用者の特徴を反映した JD-R モデルとフリー
ランスの規定要因のメカニズムを分析することで，日本において実証的研究が乏しかった
フリーランスの二面性の実態の解明に寄与することを本研究の目的とする。分析結果は，
次のとおりとなった。フリーランスのワーク・エンゲイジメントの水準は，傾向スコアマッ
チングで調整したうえで，会社員より高かった。その差異は，キャリア自律，専門性，創
造性という規定要因が会社員と比べて高いために生じており，規定要因からワーク・エン
ゲイジメントに与えるメカニズムにフリーランスと雇用者の間に違いがあるためではな
かった。また，キャリア自律を起点としてワーク・エンゲイジメントを高めるメカニズム
が存在した。フリーランスに関する政策立案の議論においては，単に保護するという視点
だけでなく，キャリア自律を起点とするメカニズムを促進していくことにも留意する必要
があろう。
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年，雇用によらない働き方が注目されている。そ
の背景としては，第四次産業革命など技術変革の
進展によって，プロジェクト型の働き方が主流
となり，特定の組織に従属しない自律的な労働
者が増加していくという予測がある（経済産業省 
2017；厚生労働省 2016）。

ただし，雇用によらない働き方は，現段階で
は定義自体が曖昧である。「雇用によらない働き
方」2）（経済産業省 2017），「雇用類似の働き方」3）

（厚生労働省 2018）の定義は異なる。日本でフリ
ーランスは，その定義を含めて近年勃興してきた
概念であり，実態が解明されているとは言い難
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い。とりわけフリーランスの捉え方には，騎士・
英雄言説および真正な自営業者という肯定的な評
価と，従僕言説および準従属労働者という否定
的な評価という二面性が存在する（宇田 2009; 大
内 2019）。この二面性は対極にあるともいえ，フ
リーランスの実態がいずれに近いのかということ
を明らかにしなければ，適切な政策を立案するう
えでも問題があり，その解明の意義は大きいだろ
う。

まず本研究では，フリーランスの概念を働き方
の特徴でとらえた『フリーランス白書 2018』に
おける「特定の企業や団体，組織に専従しない独
立した形態で，自身の専門知識やスキルを提供
して対価を得る人」（フリーランス協会 4） 2018：5）
を，雇用によらない働き方の定義とする。後述す
るように，フリーランスの対象類型，人数規模は
各種調査で異なっている。そこで，対象類型と人
数規模ではなく，雇用者との本質的な差異を明確
にした概念を定義として用いることが妥当である
と考える。以降，本稿ではこの定義を「フリーラ
ンス」という呼称で使用する。

また本研究は，ワーク・エンゲイジメント
（work engagement）という仕事に関するポジティ
ブな心理状態を示す概念（Schaufeli et al. 2002；島
津 2010）を用いて，フリーランスの仕事に関する
動機づけに焦点をあてる。ワーク・エンゲイジメ
ントは，組織に特有の類似概念とは弁別されてお
り（Schaufeli and Bakker 2010），組織に属さない
フリーランスの仕事の動機づけと二面性の実態の
解明に適切であろう。

具体的には，フリーランスと雇用者のデータを
同時に分析して，ワーク・エンゲイジメントの
水準を比較し，またその水準を規定する要因間
のメカニズムを解明する。規定要因としては，フ
リーランスの肯定的側面の特徴とされる，自律
性，専門性，創造性に注目する。雇用者のワー
ク・エンゲイジメントの規定要因のメカニズムに
は JD-R モデル（Bakker and Demerouti 2017, 2007; 
Demerouti et al. 2001）と呼ばれる研究蓄積があ
る。ワーク・エンゲイジメントの水準の比較だけ
ではなく，組織に所属する雇用者の特徴を反映し
た JD-R モデルとフリーランスの規定要因のメカ

ニズムを分析することで，日本において実証的研
究が乏しかったフリーランスの二面性の実態の解
明に寄与することを本研究の目的とする。

Ⅱ　先行研究のレビュー

１　フリーランスの対象数と類型

既存の公的統計に，明確なフリーランスの対象
者数の統計は存在しない。1985 年から 2015 年ま
での傾向として，「自営業主（雇人なし）」全体は
減少しているが，雇用によらない働き方に近しい
とされる「雇用的自営業等」については増加し
ている 5）（内閣府 2019）。総務省『平成 29 年度就
業構造基本調査』によれば，有業者全体（6621 万
人）のうち，雇用者を除く比率は 10.6％であり，
うち自営業主は 561 万 7100 人（8.5％），家族従業
者は 122 万 1400 人（1.8％）である。しかし，そ
の内訳には個人商店主，農林業従事者などが含ま
れており，本研究のフリーランスの対象者とは一
致しない。また，副業がある者が，267 万 8400
人（4.0％）存在しており，広義のフリーランスに
はこの類型も含まれる 6）。

これに対しランサーズ 7）が行った調査によ
れば，日本の広義のフリーランスの対象者数は
1119 万人であり，労働力人口比率は 17％である。
この調査は米国の調査である Upwork Global

（2018）の推計方法を参考にしている 8）（ランサー
ズ 2018）。このランサーズの推計は，有効回答数
3096 人の WEB 調査から導き出したものであり，
以下の調査と人数規模に乖離がある。

たとえば，2018 年のリクルートワークス研究
所の調査 9）は，フリーランスを「雇用者のない
自営業者もしくは内職であり，実店舗を持たず，
農林漁業従事者ではない」と定義して推計した。
その結果，本業フリーランサーは約 300 万人，副
業フリーランサーは約 140 万人，合計して約 440
万人であり，就業者の 7％にあたるとされた（孫 
2018）。内閣府（2019）はこの孫の定義に準拠しつ
つ，新たなアンケート調査により，総務省『平成
29 年度就業構造基本調査』の個票を日本全体の
属性に引き延ばし，「フリーランス相当の働き方」
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の人数規模を 306 万人から 341 万人（うち，副業
は 106 万人から 163 万人）と推計した 10）。労働政
策研究・研修機構（2019a）の調査 11）では，自身
で事業等を営んでいる者は約 538 万人であるが，

「従業員を常時使用していない」という範囲では
約 367 万人（本業約 270 万人，副業約 97 万人）と
推計しており，内閣府の調査と大きな差異はな
い。この 3 つの調査は実施時期も近く，細かい集
計方法の差異はあるものの，定義は類似してお
り，ほぼ同様の人数規模に収束している。この 3
調査の対象類型は本研究のフリーランスの定義に
近く，概ねの人数規模は約 300 万人から約 400 万
人程度と考えることができよう 12）。

２　フリーランスに関する評価の乖離

『雇用によらない働き方に関する研究会』では
フリーランスの自律性を評価しているが（経済産
業省 2017），『雇用類似の働き方に関する検討会』
ではフリーランスに対する労働者としての保護に
焦点があたっている（厚生労働省 2018）。こうし
た相異なる評価を，宇田（2009）は騎士・英雄言
説と従僕言説として整理する。

騎士・英雄言説とは，フリーランスを自律的で
柔軟な働き方ができ，かつ創造的な存在として捉
える言説群を意味する。この言説群では，専門性
による創造という側面や，組織に従属しない，自
律した側面が肯定的に捉えられている。また自営
型テレワークやテイラーワーカー 13）（高橋 2018）
においては，柔軟な働き方が肯定的な側面として
示される。

他方，従僕言説では，フリーランスを外部労働
市場で搾取される弱者として捉え，フリーランス
が直面する過酷な実態が強調される。近年におい
ては，欧米諸国における Uber などによるデジタ
ル・プラットフォームで働く労働者の賃金水準の
低さ，定着率の低さが指摘され，フリーランス
の労働法上の保護のあり方，独占禁止法の適切
な適用のあり方が課題とされている（厚生労働省 
2018）。たとえばフリーランスの類型の中でも，
第四次産業革命によって生じた単発の仕事を意味
するギグエコノミーに従事する者をギグワーカー
と呼ぶが，その法的な保護についての議論が注目

されている（大内 2019）。
Uber のライドシェアサービスは日本で解禁さ

れていないものの，第四次産業革命により勃興
してきたデジタル・プラットフォームにおいて，
WEB で業務発注を受けるクラウドワーカー，単
発の仕事を請け負うギグワーカーは，日本でもそ
の存在が認知されている。もしデジタル・プラッ
トフォームにおける労働者が，形式上は自営業者
であっても，実態として特定の企業の指揮命令下
にある（使用従属性がある）のなら，それは「名
ばかり自営業者」であり，雇用労働者として扱う
べきだとされる。つまりは，現在の法律の枠内で
対応されるべきである（大内 2019）。

ただし，デジタル・プラットフォームにおける
労働者が，名ばかり自営業者であるとは限らな
い。ここで考慮すべきは，労働政策研究・研修
機構（2019a）で示された，「本業で，発注者から
の委託を受け，『事業者』を直接の取引先とする
約 130 万人」の中でも，発注者が特定されており

（単一であり），その関係が緊密で，選択や交渉の
余地が少ない場合である。大内（2019）は，その
ような使用従属性がなくとも特定の取引先に経済
的に依存する（経済的従属性がある）自営業者を，

「準従属労働者」と位置づける。そのうえで準従
属労働者は，特定の契約上の強者に依存せず自律
的である「真正な自営業者」とは区別されるべき
だとする。

ここまでの議論をまとめると，そもそも名ばか
り自営業者は雇用労働者であり，フリーランスの
議論に含めるべきではない。しかしながら，フリ
ーランスとしてみなされる場合でも，経済的従属
性の強弱，それと対をなす自律性の高低の濃淡に
は差があり，経済的従属性が弱く自律性が高けれ
ば騎士・英雄言説に該当し，経済的従属性が強く
自律性が低い 14）のであれば従僕言説に該当する
ことになろう。

３　フリーランスの自己評価

相異なる評価に対し，フリーランス自身は，ど
のように自己評価しているのであろうか。騎士・
英雄言説の代表例であるクリエイティブ・クラ
ス15）（Florida 2006），インディペンデント・コン
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トラクター 16）（秋山・山田 2004），フリーエージ
ェント 17）（Pink 2002）においては，組織に依存し
ない自律性，専門性の重視，仕事の創造性への志
向がその特徴として示されている。また，宇田

（2009）は騎士・英雄言説を，キャリア理論にお
ける，企業や職種の境界にとらわれないバウンダ
リーレスキャリア（Arthur 1994）や，キャリア形
成において自己の価値観を重視するプロティアン
キャリア（Hall 2004）に該当するとしたが，バウ
ンダリーレスキャリアとプロティアンキャリアは
組織に依存しない自律性を示す概念である。こう
した組織に依存せずに能動的に自分の意思でキャ
リアを形成する概念はキャリア自律と呼ばれ（花
田 2001；堀内・岡田 2009, 2016），フリーランスの
組織に依存しない自律性は，キャリア自律にあた
ると整理することができよう。

では，近年の日本における調査結果はどうであ
ろうか。フリーランスの定義に類似する「独立自
営業者」18）に対する調査では，仕事全体に対する
満足度 19）は 68.0％であり，働きがい満足度（69.2
％）と働きやすさ満足度（73.7％）も含めて高い
数値になっている。他方，収入満足度（48.5％）
は比較すると低い数値になっている。なお，3 年
後のキャリア展望として，独立自営業者を継続
したい者が 64.8％であり，独立自営業者を辞めよ
うと考えている者は 8.6％にすぎず，この点でも
満足度の高さが窺える（労働政策研究・研修機構 
2018）。日本政策金融公庫総合研究所（2018）の
定義によるフリーランスの調査 20）で，その満足 
度 21）を比較すると，仕事満足度（55.7％）と私生
活との両立の満足度（56.2％）は高い数値である
が，収入満足度（18.1％）は低い数値になってい
る。フリーランス協会（2018）の調査における満
足度22）も，全般満足度（75.8％）の数値は高く，
特に就業環境満足度（79.6％）と達成感 / 充実感
満足度（81.0％）は高い数値になっている。しか
し，収入満足度（34.1％）は低い数値になってい
る。

なお，過去のキャリアとフリーランスという働
き方を選択した理由については，次のとおりであ
る。1 つの会社に属していた経験は 96.5％（フリ
ーランス協会 2018），正社員の勤務経験は 85％以

上（日本政策金融公庫総合研究所 2018）と，もとも
とフリーランスは組織に属して経験を積んできた
者が多数を占める。そのうえで，独立自営業者を
選択した理由の上位 3 つは，「自分のペースで働
くことができると思ったから」（35.9％），「収入を
増やしたかったから」（31.8％），「自分の夢の実現
やキャリアアップのため」（21.7％）と前向きな理
由が占め，会社の倒産・リストラ（3.8％）などの
後ろ向きな理由は少ない（労働政策研究・研修機
構 2018）。以上から，組織で専門性を醸成したう
えで，専門性をいかすことや柔軟な働き方の実現
を目的にフリーランスを選択しているため，仕事
や働き方の柔軟性への満足度が高い 23）との推測
が成り立つ。

以上の議論をまとめると，騎士・英雄言説の代
表例では，キャリア自律，専門性，創造性がフリ
ーランスの特徴になっている。実際，フリーラン
スの自己評価として，全般的に仕事や働き方の柔
軟性への満足度は高い。しかし収入は必ずしも期
待水準に達していない。

４　ワーク・エンゲイジメント

近年，仕事に関する心理状態として，エンゲイ
ジメントという概念が注目されている。エンゲイ
ジメントは，Kahn（1990）が Goffman（1961）の
唱える役割パフォーマンス（role performance）に
着想を得て定義したものである。役割パフォーマ
ンスにおいて，人は非言語的な行為と共に役割
を受け入れることで，その役割に没入して行動
する。Kahn はこの役割と人の一体化という点か
ら論を進め，人が仕事に対して個人的に没入して
いる状態を，個人的エンゲイジメント（personal 
engagement）と呼んだ。

個人的エンゲイジメントという概念は，従業員
エンゲイジメント（employee engagement）とい
う概念に発展していく。従業員エンゲイジメント
は，ビジネス界で主要なコンサルタント会社が会
社の収益性に直結する概念として喧伝し，人事
領域の実務の世界で流行した。しかし，主要コ
ンサルタント会社 24）の唱える従業員エンゲイジ
メントは，学術論文として検証されたことは少な
く，実際には組織的アウトカムである組織コミッ
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トメントと役割外行動を意味しているとされる
（Schaufeli and Bakker 2010）。つまり，従業員エン
ゲイジメントは，既存の組織に関する概念と類似
しており，「古いワインを新しいボトルに詰めた
もの」と批判されている 25）（Macey and Schneider 
2008; Saks 2006）。

この批判を乗り越えるために定義された概念
が，ワーク・エンゲイジメントである。ワーク・
エンゲイジメントは，仕事が複雑化しストレス
が増大する社会環境において，バーンアウト（燃
え尽き）の反対概念として提唱された，仕事に
関連するポジティブで充実した心理状態であり

（Schaufeli et al. 2002；島津 2014），ポジティブ心理
学の影響を受けた仕事に対する「快」の高さと活
動水準の高さを示す概念である（向江 2018）。ま
た，従業員エンゲイジメントという概念には組織
的アウトカムとの区別に曖昧さが残るため，より
学術的で堅牢な概念として定義することも意図さ
れている（Schaufeli and Bakker 2010）。

ワーク・エンゲイジメントは，堅牢な概念であ
ると同時に，実務上の有用性も高い。ワーク・エ
ンゲイジメントが高い個人は仕事に専心し集中す
るため，組織的アウトカムの予測に優れている

（Bakker and Albrecht 2018）。具体的には，役割
行動（Christian, Garza and Slaughter 2011），ファ
ストフード会社の日々の財務結果（Xanthopoulou 
et al. 2009），職務満足感，離転職意思の低下，役
割外行動，リーダーシップ行動（Schaufeli et al. 
2006；島津 2010）に肯定的な影響を与える。

ここまでの議論をまとめると，従業員エンゲイ
ジメントは，それ自体に組織アウトカムが内包さ
れたうえで組織アウトカムを予測するため，因果
関係が不明瞭である。他方，ワーク・エンゲイジ
メントは組織アウトカムとは弁別されたうえで，
組織アウトカムの予測に優れている。したがって
ワーク・エンゲイジメントは，堅牢な概念であ
る。また組織に所属しないフリーランスの実態を
明らかにするうえでは，組織アウトカムと弁別さ
れていることが必要である。よって，フリーラン
スの仕事に関する動機づけの実態を調査するため
に，妥当な概念であろう。

なお国際比較をすると，日本のワーク・エンゲ

イジメントは，他国に比べ低い。得点は明示され
ていないが，6 点を最大値とした得点に関する 16
か国の比較で，日本の得点は唯一 3 点を下回り，
4 点台後半のフランスをはじめとして，7 カ国が
4 点を上回っている。（島津 2014；Shimazu et al. 
2010）。向江（2018）は，日本における先行研究を
レビューし，日本人のワーク・エンゲイジメン
トの平均得点を 2.8 から 2.9 前後と推測している。
得点が低い理由は定まってはいないものの，日本
においては個人の集団への帰属意識が強く，ポジ
ティブな感情の表出は集団の調和を乱すものとし
て社会的望ましさと一致しないからだ，という可
能性が提示されている（島津 2014；Shimazu et al. 
2010）。 

Ⅲ　仮説の構築

フリーランスには，真正な自営業者と騎士・英
雄言説という肯定的な評価と，準従属労働者と従
僕言説という否定的な評価の，二面性があった。
ただしこの二面性は，個人ごとに明確に線引きで
きるとは限らない 26）。フリーランスにおいては
誰しも濃淡の差こそあれ，二面性が内在している
とも考えられる。

先行研究でレビューしたとおり，この二面性
は，フリーランスが従事する仕事との関連が強
く，仕事に関する動機づけをワーク・エンゲイジ
メントの水準として測定することが，実態の把握
につながるであろう。フリーランスのワーク・エ
ンゲイジメントの水準を把握するには，単独で測
定するよりも，その水準について研究蓄積のある
雇用者と比較することが必要となろう。

雇用区分の差によって，その勤務状況への主観
的な評価に違いが生じることに関する研究は，蓄
積が多い。とりわけ近年は雇用者における非正規
雇用比率の増加から，正規雇用と非正規雇用と
いう雇用区分で労働者本人の主観的な評価の比
較がされるようになっている。ただし，非正規雇
用は，その勤務形態で働いている理由（自ら選択
したのか，否か）により，本意型と不本意型に区
分される。この区分を考慮すると，心身症状（ス
トレス）で計測した主観的厚生水準では，正規雇
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用と本意型非正規雇用は同程度の水準であった
が，不本意型の水準だけが低くなっていた（山本 
2011）。非正規雇用における比較においても，本
意型の主観的幸福度は不本意型よりも高くなって
いる（久米ほか 2011）。

最新の調査では，厚生労働省（2019）が，ワー
ク・エンゲイジメントの水準で雇用区分に関する
比較をしている。ワーク・エンゲイジメントが高
いと回答した者の割合は，正規雇用者より非正規
雇用者が高いが，不本意型と本意型に区分する
と，正規雇用者より不本意型は低く，本意型は高
く，山本（2011）と類似する結果になったと結論
している 27）。さらに，正社員と限定正社員で比
較した場合，ワーク・エンゲイジメント得点は限
定正社員のほうが高く，勤務地限定，職務限定，
労働時間限定の中では，労働時間の限定正社員の
得点が最も高い 28）。

このようにワーク・エンゲイジメントの水準に
ついて，すでに雇用区分によって比較する調査は
存在し，その結果はその他の主観的評価とも合致
している。すなわち，正社員という区分において
最も水準が高いとは限らず，労働時間が限定され
ている社員と，自発的にその区分を選択している
本意型非正規雇用社員の水準のほうが高い。この
水準の高さは，キャリア自律に関わるものと整理
できるであろう。労働時間の限定を選択している
ということは，働き方の柔軟性を重視しているこ
とになる。本意型として非正規雇用を自ら選択し
ていることも，能動的に自らの意思でキャリア形
成していることになる。いずれも組織への依存度
は正社員に比べて低いと想定でき，キャリア自律
の概念に該当していると考えられる。

ただし，雇用区分と異なり，就業区分の比較に
ついては，ワーク・エンゲイジメントおよび主観
的評価のいずれも，管見の限り先行研究で明確に
示されてはいない。くわえて，雇用者とフリーラ
ンスを比較する場合，フリーランスには従僕言説
と騎士・英雄言説の二面性があるため，単純に予
測をすることはできない。フリーランスの経済的
従属性と収入の不安定さという問題，すなわち従
僕言説という否定的側面を重視するなら，雇用者
と比較して，フリーランスのワーク・エンゲイジ

メントのほうが低くなるという仮説になろう。他
方，先行研究においては，フリーランスは経済的
従属性や収入の不安定さというリスクも理解した
うえで，その働き方を自発的に選択しており，こ
れはキャリア自律に該当しよう。

経済的従属性や収入の不安定さというリスク
と，キャリア自律の影響のいずれを重く見るか，
という点に関しては，本意型非正規雇用者のワー
ク・エンゲイジメントの水準が参考になろう。本
意型非正規雇用者は，正規雇用者と比べて収入の
安定性が高いとはみなせないが，自発的にその働
き方を選択していることによりワーク・エンゲイ
ジメントの水準が高かった。ここから，経済的従
属性や収入の不安定さによる負の影響よりも，キ
ャリア自律がワーク・エンゲイジメントに与える
正の影響のほうが大きいと考え，次の仮説を設定
する。

仮説 1：雇用者とフリーランスを比較すると，
フリーランスのワーク・エンゲイジメントの
水準が高い

仮説 1 ではフリーランスのワーク・エンゲイジ
メントの水準が高いと設定したが，キャリア自律
がワーク・エンゲイジメントを高める具体的なメ
カニズムが明らかになっているわけではない。フ
リーランスの実態を解明するために，キャリア自
律以外にフリーランスの顕著な特徴であった専門
性と創造性も規定要因に含め，雇用者の JD-R モ
デルと比較しつつ，キャリア自律がワーク・エン
ゲイジメントを高める具体的なメカニズムを仮説
2 として構築していく。

先行研究では，ワーク・エンゲイジメントの
規 定 要 因 と し て は，JD-R モ デ ル（Bakker and 
Demerouti 2017, 2007; Demerouti et al. 2001）によ
る研究蓄積が進んでいる。JD-R モデルでは，仕
事の要求度（job-demands）が仕事による燃え尽
きを意味するバーンアウトを高める一方，仕事
の資源（job-resources）と個人の資源（personal-
resources）が，ワーク・エンゲイジメントを高め
る。

仕事の資源は，業務の自律性，ソーシャルサポ
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ート（職場での支援），上司との関係性，専門性開
発の機会などが該当し，個人の資源は自己効力
感，組織内での自尊心，楽観性などが該当する。
つまり，仕事の資源とは，負荷を軽減し，個人の
成長と発達を促す仕事面の要因であり，個人の資
源とは，個人の回復力（resiliency）と，取り巻く
環境をより肯定的に捉え制御していく資質である

（Bakker and Demerouti 2017; Xanthopoulou et al. 
2007）。

ただし，JD-R モデルの対象は，組織に所属す
る雇用者であることが前提になっている。また，
仕事の要求度がストレスを増大させるが，仕事の
資源と個人の資源がストレスを軽減させるとい
う，産業保健におけるストレスコーピングの観点
からモデル化されている。これに対し本研究で
は，キャリア自律，専門性，創造性というフリー
ランスの特徴は，内発的な仕事の熱意の向上につ
ながると捉えることが妥当であり，ストレスが軽
減された結果として仕事への動機づけが向上する
というストレスコーピングの枠組みでは捉えきれ
ないと考える。

そこで，キャリア自律を専門性と創造性が媒
介して，ワーク・エンゲイジメントを向上させ
ていくというメカニズムを検討していく。キャ
リア自律がワーク・エンゲイジメントに与える影
響を理論的に検証した研究は少ないが，希少な
研究としては，Akkermans et al.（2013）がある。
Akkermans et al. は，雇用者における調査で，キ
ャリアコンピテンシー 29）が，JD-R モデルにおけ
る仕事の資源とワーク・エンゲイジメントに肯定
的な影響を与えていることを検証した。この結果
は，キャリアコンピテンシーが個人の資源と同様
な役割を果たしており，並行的な位置づけにある
ともされた。

キャリア自律は，心理的要因と行動的要因に分
解できるが（堀内・岡田 2009），キャリアコンピ
テンシーでは心理的要因も重視されている。キャ
リア自律の心理的要因とは，職業的自己イメー
ジの明確さ（仕事上の得意分野や，やりたいことが
はっきりしていること），主体的キャリア形成意欲

（キャリアに関心を持ち，充実させたいと思うこと），
キャリアの自己責任自覚（キャリア形成は自分の

責任だと思うこと）の 3 つの下位尺度から構成さ
れる。職業的自己イメージの明確さは，自律的な
職務遂行を促進し，主体的キャリア形成意欲とキ
ャリアの自己責任自覚は，担当している仕事を自
ら選択したという納得性をもたらすので，いずれ
の要因も内発的に仕事への熱意を向上させるだろ
う。したがって，キャリア自律の心理的要因はワ
ーク・エンゲイジメントを高めると考えられる。
また内発的な仕事の熱意の向上は，ストレスコー
ピングの結果としてワーク・エンゲイジメントを
高めることとは，質的に異なる。そこで，キャリ
ア自律の心理的要因は，JD-R モデルの個人の資
源と異なり，それと並行的な位置づけにある個人
の資質と考えることが妥当であろう。そこで，次
の仮説を設定する。

仮説 2-1：フリーランスのキャリア自律の心理
的要因は，個人の資源と並行的な位置づけと
してワーク・エンゲイジメントに正の影響を
与える

次に専門性を検討する。専門性を示す概念と
して「専門性へのコミットメント」30）（Blau 2001, 
2003）を検討する。専門性にコミットし，向上の
努力を行うことは，内発的に仕事への興味を高
め，その結果，仕事への熱意を高めると考えられ
る。すなわち，ワーク・エンゲイジメントは高く
なる。

また，キャリア自律の心理的要因の下位尺度で
ある職業的自己イメージの明確さ（仕事上の得意
分野や，やりたいことがはっきりしていること）は，
自身の専門性に関する認識を明確にし，その専門
性を向上させていく努力につながるだろう。つま
り，キャリア自律の心理的要因が専門性へのコミ
ットメントを高め，その結果，専門性へのコミッ
トメントがワーク・エンゲイジメントを高めると
いう媒介関係も想定される。また，専門性へのコ
ミットメントは，仕事そのものへの興味を増すと
いう特徴から，JD-R モデルにおけるストレスコ
ーピングとしての個人の資源と異なり，それと並
行的な位置づけにあると考えるべきであろう。し
たがって，次の仮説を設定する。
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仮説 2-2：フリーランスのキャリア自律の心理
的要因は，個人の資源と並行的な位置づけに
ある専門性へのコミットメントに媒介され
て，ワーク・エンゲイジメントに正の影響を
与える

次に創造性について検討する。創造性を示す概
念として，近年，注目されているジョブ・クラ
フティング（job crafting）を検討する。ジョブ・
クラフティングとは，「個人が職務または仕事に
関連する境界に加える物理的および認知的変化」

（Wrzesniewski and Dutton 2001: 179）と定義され
る。従来，職務とは組織によって設計されるとい
う，トップダウン・アプローチの前提があった

（Hackman and Oldham 1980）。しかしジョブ・ク
ラフティングは，労働者を能動的な存在と捉え，
ボトムアップ・アプローチにより，労働者が主体
的に職務そのものを，自分の好みにあわせて創造

（craft）すると考える。
ジョブ・クラフティングの研究の発展には，

JD-R モデルが貢献している。JD-R モデルは，研
究蓄積が進む中でジョブ・クラフティングを組み
入れ，ワーク・エンゲイジメントの高い労働者
がジョブ・クラフティングを行うことで仕事と個
人の資源が増加し，さらにワーク・エンゲイジ
メントが高まるという循環的なモデルに変化し
た（Bakker and Demerouti 2017; Tims, Bakker and 
Derks 2012, 2013）。

こ れ に 対 し 高 尾（2019） は， 提 唱 者 の
Wrzesniewski and Dutton と JD-R モ デ ル の 間
には，ジョブ・クラフティングの捉え方に，や
や差異があるとする。JD-R モデルにおけるジ
ョブ・クラフティングは，職務をストレスコー
ピングの観点から変化させ，仕事の要求の低減
と仕事の資源の増大に焦点を置く。これに対し
Wrzesniewski and Dutton は，ジョブ・クラフ
ティングを仕事の内容そのものを変えるタスク次
元，仕事の意味づけを変える意味次元，仕事に関
わる人間関係を変える人間関係次元の 3 次元で捉
え，社会構築主義的な立場から，個人が仕事の意
味づけ（意味次元）を変化させて，仕事を再創造

することを重視する。しかし，JD-R モデルでは，
個人による意味次元の変化はあまり注目されず，
ほぼ捨象されている。

仕事の創造性という観点からは，ストレスコー
ピングではなく，意味づけの変化により仕事を
創造的に変化させる，Wrzesniewski and Dutton
のジョブ・クラフティングの捉え方が妥当であろ
う。フリーランスが創造的に仕事を遂行すること
は，内発的に仕事への興味を高め，ワーク・エ
ンゲイジメントを高めるだろう。これを裏付ける
研究として，Rudolph et al.（2017）のメタ分析で
は，ジョブ・クラフティングの結果要因はワー
ク・エンゲイジメントが多い，という報告があ
る。以上から本研究では，フリーランスによるジ
ョブ・クラフティングは，結果要因としてのワー
ク・エンゲイジメントを高めると考える。

また，キャリア自律の心理的要因における職
業的自己イメージの明確さ（仕事上の得意分野や，
やりたいことがはっきりしていること）は，個人の
仕事の意味づけを促進し，ジョブ・クラフティ
ングを高めると想定できる。実際，堀内・岡田

（2009, 2016）では，キャリア自律の心理的要因
は，「主体的仕事行動」に正の影響を与えていた。

「主体的仕事行動」とは，自己の満足感や価値観
にそって仕事のやり方を変えることを意味し，ジ
ョブ・クラフティングと類似する概念である。つ
まり，キャリアの心理的要因がジョブ・クラフテ
ィングを高め，その結果，ジョブ・クラフティン
グがワーク・エンゲイジメントを高めるという媒
介関係も想定される。

また，以上から，仕事の創造性に関連するジョ
ブ・クラフティングについては，JD-R モデルに
おける循環的な位置づけに合致せず，個人の資源
と並行的な位置づけにあると考えるべきであろ
う。したがって，次の仮説を設定する。

仮説 2-3：フリーランスのキャリア自律の心理
的要因は，個人の資源と並行的な位置づけに
あるジョブ・クラフティングに媒介されて，
ワーク・エンゲイジメントに正の影響を与え
る
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先行研究では，フリーランスの特徴であるキャ
リア自律，専門性，創造性は，組織に所属する雇
用者との対比から導かれている。つまり雇用者に
おいては，キャリア自律，専門性，創造性は顕著
な特徴ではないことが前提になっている。この前
提に基づき先行研究では，雇用者のワーク・エン
ゲイジメントの規定要因は，組織に所属するから
こそ生じるストレスへのコーピングを中心とした
JD-R モデルによって説明されてきた。よって雇
用者においては，JD-R モデル以外の要因による
ワーク・エンゲイジメントへの影響は少ないと考
えられる。したがって，次の仮説を設定する。

仮説 2-4：雇用者におけるキャリア自律の心理
的要因，専門性へのコミットメント，ジョ
ブ・クラフティングがワーク・エンゲイジメ
ントに与える影響は，フリーランスと比べて
少なくなる。

Ⅳ　調査方法と結果

１　調査方法とデータ

本研究では，『フリーランス白書 2019』31）を作
成するためにフリーランス協会が行った WEB 上
の質問紙調査を，フリーランス協会の許可を得て
使用した。同調査においては，フリーランスと会
社員を比較するために，それぞれの対象者を区分
してデータを取得している。このデータにおける
会社員は，組織に継続して雇用されている常用雇
用者であるが，パート・アルバイトは除かれてい
る32）。つまり雇用者の中でも，とりわけ安定的な
雇用が期待できる存在であり，フリーランスの比
較対象とする雇用者のデータに適していると考え
た（雇用者を会社員によって分析するため，本稿で
の雇用者と会社員の呼称は，以降，会社員に統一し
て表記する）。

フリーランスのデータ取得のために，フリーラ
ンス協会の会員及びその知人に対して，フリーラ
ンス協会が作成した WEB ページ上における質問
紙調査への参加が呼びかけられた。調査は 2018
年 10 月 24 日から 12 月 7 日において実施され，

869 名の回答が得られた。先述のとおり，既存調
査ではフリーランスの類型を想定し，その類型に
合致した対象者に調査する場合が多い。他方，こ
の調査でフリーランスとして回答した者は，フリ
ーランス協会による定義（組織に依存せず自己の
専門性をいかす存在）に自己の認識として該当す
る者である。そのため，内閣府（2019）などの 3
調査が推計したフリーランスの母集団とは必ずし
も一致しない。とりわけ，先述の労働政策研究・
研修機構（2019a）の調査で内訳の約 130 万人の
中の一部に存在する典型的な準従属労働者に該当
する者が，回答者に含まれる比率は低いと考えら
れる。典型的な準従属労働者に該当する者は，組
織に依存せず自己の専門性をいかす存在と，自己
認識しにくいであろうからだ。本研究の回答者に
は，このようなバイアスは免れない。しかしフリ
ーランス協会の定義は雇用によらない働き方の特
徴を端的に捉えており，またフリーランスにおい
て濃淡の差こそあれ，経済的従属性と完全に無縁
な者はいないであろうから，このデータにおいて
も経済的従属性の問題が反映されないわけではな
い。したがって，このデータを用いることは，フ
リーランスの実態解明に十分に資するものと考え
る。

会社員については，フリーランス協会が『フリ
ーランス白書 2019』において，フリーランスと
の比較分析を行うことを目的に取得したデータを
使用した。具体的には，株式会社マクロミルの会
社員モニタを対象に，2018 年 10 月 22 日から 23
日において実施された WEB 上の質問紙調査にお
いて，1030 名の回答が得られたデータを使用し
た。

また，同一の回答者のバイアス（コモン・メソ
ッド・バイアス）に対処するため（Podsakoff and 
Organ 1986），いずれの調査においても個人の回
答結果の秘匿性が担保されることに留意し，かつ
回答者毎に質問の順序がランダムに表示される設
定を WEB 調査画面に施した。

２　測定尺度

ワーク・エンゲイジメントの尺度としては，ユ
トレヒトワーク・エンゲイジメント尺度短縮版の
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日本語版（Shimazu et al. 2008）の 9 項目（7 件法，
ただし 6 点が最大値）を使用する。この尺度は国
際比較もなされ，日本においても多数の研究が進
んでいる。

専門性へのコミットメントについては，山本
（2014）の 4 項目からなる専門性コミットメント
尺度を使用する。専門性に関する尺度について
は，キャリア・コミットメント（Blau 1985），専
門領域コミットメント（石山 2011）など，組織へ
のコミットメントと対置するものとして尺度化さ
れる場合が多かった。しかし山本は専門性の意識
に関しては，キャリア意識から捉えることが妥
当と考え，キャリア・モチベーション尺度（Noe, 
Noe and Bachhuber 1990）をもとに専門性コミッ
トメント尺度を作成した 33）。この尺度は，専門
職だけでなく，働く人全般に通用するものとされ
ており，フリーランスと会社員を比較分析するこ
とに適していると考えた。

ジョブ・クラフティングについては，すでに
森 永・ 鈴 木・ 三 矢（2016），Leana, Appelbaum 
and Shevchuk（2009），Tims, Bakker and Derks

（2012）などが，測定尺度を提案している。しか
しこれらの尺度は，JD-R モデルにおけるストレ
スコーピングの観点から，既存のプロアクティ
ブ行動 34）などの尺度を援用している尺度であ
り，Wrzesniewski and Dutton（2001）の概念提
示とは異なる。これに対し，Sekiguchi, Li and 
Hosomi（2017） の 尺 度 は，Wrzesniewski and 
Dutton の 3 次元の概念に基づき構成されており，
仕事の意味づけから仕事を再創造するジョブ・ク
ラフティングの特徴を直接反映していると考え，
この尺度（9 項目）を使用することとした 35）。

キャリア自律については，仮説で論じた 3 次元
の下位尺度を有する堀内・岡田（2016）のキャリ
ア自律の心理的要因としての 12 項目を使用した。

３　分析方法

分析は以下の手順で進める。まずフリーランス
と会社員の比較妥当性を担保できるデータセット
への再構築を行う。そのうえで，フリーランスと
会社員のワーク・エンゲイジメント尺度の得点を
比較する。次に重回帰分析により，統制変数の影

響も考慮したうえで，ワーク・エンゲイジメン
トに対する独立変数の影響を分析する。そのうえ
で，多母集団同時分析による共分散構造分析によ
って，フリーランスと会社員を比較しつつ，媒介
関係の詳細を検証する。

共分散構造分析の分析モデルは図 1 のとおりで
ある。この分析モデルにおいて，キャリア自律の
心理的要因，専門性へのコミットメント，ジョ
ブ・クラフティングは，JD-R モデルの個人の資
源と並行の位置づけにあることを想定している。

Ⅴ　分 析 結 果

１　データセットの再構築

先述のとおり，分析に使用するデータは，フリ
ーランスはフリーランス協会による質問紙調査，
会社員はマクロミル社のモニタという，異なる方
法により入手している。そこで，両者のデータの
比較の妥当性を高めるために，傾向スコアマッチ
ング 36）を使用して，データセットを再構築した。

具体的には，会社員とフリーランスの特徴を踏
まえて差異があると考えられる属性，性別，年
齢，学歴（年数），月の平均勤務時間，年収を共
変量として傾向スコアを設定，そのうえで会社員
とフリーランスの対象群から 1 対ずつ傾向スコア
が近接しているペアをマッチングする最近傍マ
ッチングを行った。共変量の対象の変数で欠損値
がある場合を除いて，ロジスティック回帰により
傾向スコアを算出した。そのうえで，c 統計量を
算出したところ，0.665 であり，0.6 から 0.9 の範
囲内にあるため，妥当な識別能があることが確認
できた 37）。次にキャリパー 38）を傾向スコアの標
準偏差の 0.2 と設定し，マッチングを行った。そ
の結果，フリーランス 665 名，会社員 665 名，計
1330 名がペアとして抽出された。マッチング前
後で両群の背景でバランスが取れているかどうか
を確認するために，標準化差を算出し，一定のバ
ランスが確保できたと判断した 39）。そこで，以
降の分析は，再構築した 1330 名のデータセット
を使用する。

マッチング後の回答者の属性は次のとおりであ
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る。フリーランスの性別は男性 357 名（53.7％），
女性 308 名（46.3％），平均年齢は 41.74 歳（標準
偏差は 8.99）であった。月の平均勤務時間 40），個
人としての年収 41），開業の形態 42），主な収入を
得ている職種 43）の詳細は注に示す。なお開業の
形態では，副業フリーランスの比率は 11.3％であ
った。先述の内閣府（2019）などの 3 調査では，
フリーランスの対象類型には副業の実施者を含め
ており，本研究においても，副業フリーランスを
含めて分析することが妥当と考える。

会社員の性別は男性 385 名（57.9％），女性 280
名（42.1 ％）， 平 均 年 齢 は 43.27 歳（ 標 準 偏 差 は
11.31）であった。所属している企業規模（従業
員数）44），月の平均勤務時間 45），個人としての年
収46），職種 47）の詳細は注に示す。

２　各変数の平均値，標準偏差，相関

使用する各尺度について，因子分析と信頼性係

数の分析を行ったところ，先行研究と同様の尺度
構成になることが確認できたため，そのまま使
用することとした 48）。また，同一の回答者のバ
イアス（コモン・メソッド・バイアス）を確認する
ため，ハーマンの単一因子テスト（Podsakoff and 
Organ 1986）も実施したが，重大な問題は存在し
なかった 49）。各変数の平均得点，標準偏差，信
頼性係数を表 1 に示す。

３　フリーランスと会社員の平均得点の差の検定

結果

表 1 で示した各変数について，フリーランスと
会社員における平均得点の差の検定を行った。結
果を表 2 で示す。

いずれの変数においても，フリーランスの平均
得点が，有意に高い結果となった 50）。とりわけ，
ワーク・エンゲイジメントについては，会社員
が 2.42，フリーランスが 4.00 という得点であり，

主体的キャリア
形成意欲

キャリアの
自己責任自覚

職業的自己
イメージの明確さ

キャリア自律の心理的要因

個人の資源と並行の位置づけの要因

ワーク・
エンゲイジメント

専門性への
コミットメント

ジョブ・
クラフティング

図１　本研究の分析モデル

表１　変数の平均得点，標準偏差，相関

変数名 N Mean SD a 1 2 3 4 5 6

1. ワーク・エンゲイジメント 1330 3.21 1.35 .95 ―

2. 専門性コミットメント 1330 3.54 0.88 .84 .61*** ―

3. ジョブ・クラフティング 1330 3.74 0.69 .91 .59*** .55*** ―

4. 職業的自己イメージの明確さ 1330 3.57 0.93 .86 .62*** .69*** .53*** ―

5. 主体的キャリア形成意欲 1330 3.60 0.94 .81 .53*** .61*** .49*** .51*** ―

6. キャリアの自己責任自覚 1330 3.96 0.86 .80 .41*** .43*** .47*** .41*** .41*** ―

Note. ***p<.001
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その差はかなり大きい。先述のとおり，日本人
のワーク・エンゲイジメントの平均得点は 2.8 か
ら 2.9 前後と推測されているが，会社員の得点は
それよりやや低いものの，向江（2018）のレビュ
ーにおける日本の最も低い得点は 2.2 であり，従
来の研究の範囲内である。他方，向江のレビュ
ーによる最高得点は 3.9 であり，フリーランスの
得点はそれよりも高くなっている。この得点は，
Shimazu et al.（2010）が示す国際比較の欧米諸
国の水準と比較しても，遜色がない。以上の結果
から，フリーランスの得点が会社員より高いこと
が確認できたため，仮説 1 は支持された。

４　ワーク・エンゲイジメントに対する重回帰分

析の結果（フリーランスと会社員）

続いて，ワーク・エンゲイジメントに対する専
門性へのコミットメント，ジョブ・クラフティン
グ，キャリア自律の心理的要因の影響を分析す
る。詳細な媒介関係を分析する前に，統制変数を
考慮しつつ，これらの変数の影響を分析すること
とした。

具体的には，フリーランスと会社員にわけ，重
回帰分析を行った。統制変数としては，デモグラ
フィックな属性 51）に加え，JD-R モデルの仕事と
個人の資源に相当する項目を投入した。仕事の
資源としては，就業環境，仕事上の人間関係（ソ
ーシャル・サポートを判断），スキル向上（専門性

開発の機会を判断）の満足度 52），個人の資源とし
ては，仕事の達成感/充実感（自己効力感を判断），
社会的地位（フリーランスの場合は組織と社会を
読み替えて，組織内の自尊心を判断できる）の満足
度53），を統制変数とした。分析の結果を表 3 に示
す。

統制変数において有意な影響が存在したのは，
フリーランスでは性別，職種（IT・エンジニアと
その他），達成感/充実感であり，会社員は年齢，
仕事上の人間関係，達成感/充実感であった。有
意傾向（10％水準）まで含めると，会社員では
JD-R モデルのとおり，仕事と個人の資源に関す
る変数のほとんどが正の影響を与えていたが，フ
リーランスで正の影響を与える項目はそれに比べ
ると少ない。

これらデモグラフィックな属性，JD-R モデル
の仕事と個人の資源を統制したうえでも，キャリ
ア自律の心理的要因は，ワーク・エンゲイジメン
トに対して，有意な正の影響（ただし，会社員の

「キャリアの自己責任自覚」のみは負の影響）を与え
ていた。以上の分析結果から，フリーランスに関
する仮説 2-1 は支持された。

５　ワーク・エンゲイジメントに対する媒介分析

（フリーランスと会社員）

前節の分析結果より，統制変数を考慮しても，
キャリア自律，専門性，創造性として設定した変

表２　フリーランスと会社員の平均得点の差の検定（t 検定）

変数名 N Mean SD F 値 t 値（df）

ワーク・エンゲイジメント フリーランス 665 4.00 1.13 7.67 26.39***

会社員 665 2.42 1.06 （1322.10）

専門性コミットメント フリーランス 665 3.96 0.73 6.19 19.83***

会社員 665 3.12 0.81 （1311.50）

ジョブ・クラフティング フリーランス 665 4.05 0.57 5.46 18.88***

会社員 665 3.42 0.65 （1308.93）

職業的自己イメージの明確さ フリーランス 665 4.02 0.79 0.83 20.40***

会社員 665 3.11 0.84 （1328）

主体的キャリア形成意欲 フリーランス 665 4.07 0.81 1.38 20.58***

会社員 665 3.14 0.82 （1328）

キャリアの自己責任自覚 フリーランス 665 4.29 0.73 10.32 15.52***

会社員 665 3.62 0.85 （1297.20）

Note. ***p<.001，分散が異なる場合には Welch の検定を行った。
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表３　ワーク・エンゲイジメントに対する重回帰分析（フリーランスと会社員）

フリーランス 会社員
ワーク・エンゲイジメント ワーク・エンゲイジメント

変数名 b t 値 b t 値

男性ダミー −.10** 2.93 .05 1.42

年齢 −.01 0.23 .12** 3.37

学歴（年数） −.02 0.58 .02 0.73

月平均勤務時間 .02 0.52 .00 0.06

ln 年収 .01 0.25 -.01 0.22

開業形態ダミー（ベース = 法人経営）

開業届あり .04 0.66

開業届なし .00 0.07

副業フリーランス −.03 0.60

その他 −.02 0.45

企業規模ダミー（ベース = 大規模企業）

中規模企業 .00 0.00

小規模企業 .06 1.84

職種ダミー（ベース = ビジネス系）

IT・エンジニア系 −.12* 2.50

文筆系 −.04 0.87

コンサルタント・カウンセラー系 .04 0.96

職人・アーティスト系 .02 0.45

専門・士業系 .04 1.09

接客・作業系 −.01 0.17

その他 −.07* 1.98

職種ダミー（ベース = 経営・企画系）

IT・エンジニア系 .01 0.30

執筆・編集系 −.03 0.83

高度専門職系 .03 0.88

技能職・アーティスト系 .04 1.31

接客・作業系 −.00 −0.02

有資格専門職系 .04 1.09

その他 .03 0.75

満足度（就業環境） .02 0.46 .07† 1.89

満足度（仕事上の人間関係） .01 0.33 .09* 2.56

満足度（達成感/充実感） .10* 2.05 .19*** 4.18

満足度（スキル向上） .07† 1.72 .04 1.03

満足度（社会的地位） .05 1.40 .07† 1.88

専門性コミットメント .19** 4.45 .17*** 4.04

ジョブ・クラフティング .20** 5.38 .15*** 3.90

職業的自己イメージの明確さ .10* 2.45 .14*** 3.55

主体的キャリア形成意欲 .09** 2.64 .17*** 4.37

キャリアの自己責任自覚 .10** 3.06 −.08* 2.31

調整済み R² .39*** .44***

Note. †p<.10, *p<.05, **p<.01, ***p<.001
N=665, VIF: 1.10-4.65 N=665, VIF: 1.06-2.36
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数が，ワーク・エンゲイジメントに対して，有意
な影響を与えていた。そこでこれらの変数につい
て，より詳細な媒介関係の分析を行った。

媒介分析は，一般的には Baron and Kenny
（1986）の重回帰分析による手法が使われる 54）。
ただし，この方法は，独立変数 X が媒介変数 M
を経由して従属変数 Y に与える影響としての間
接効果を検定しているわけではない。間接効果
の検定には，Sobel（1982）のソベル検定があげ
られるが，より洗練された方法として Preacher 
and Hayes（2004, 2008）は，間接効果を標準誤差
の信頼区間を用いて検定する方法を提案してい
る55）。Baron and Kenny（1986）の手法では，媒
介変数が複数あり，それが順番に連なる，もしく
は平行して存在するようなモデルの検証は困難で
ある。本研究のモデルでは，複数の媒介変数を想
定している。そこで，フリーランスと会社員を区
分して，Amos による共分散構造分析（多母集団
同時分析）を行い，かつブートストラッピング法

（5000 ブートストラッピング）を用いて，バイアス
修正済みの 95％信頼区間推定により，媒介関係
の間接効果を推定した。

モ デ ル の 適 合 度 は GFI=.997，AGFI=.941，

CFI=.996，RMSEA=.059 で あ り，RMSEA の 数
値のみやや基準より高いものの，許容できる範囲
の適合度と考えられる。まず，フリーランスのモ
デルの共分散構造分析およびブートストラッピン
グ法の結果を図 2 および表 4 で示す。

図 2 と表 4 に示すように，「職業的自己イメー
ジの明確さ」と「主体的キャリア形成意欲」はい
ずれも直接的に有意な正の影響をワーク・エンゲ
イジメントに与えるとともに，専門性コミットメ
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図２　フリーランスに関する共分散構造分析のモデル

ジョブ・
クラフティング

Note. ***p<.001，**p<.01，*p<.05
実線は全て有意なパス。R²は決定係数である。 
簡略化のため，誤差変数間の相関関係の表記は省略した。

表４　�フリーランスのモデルにおける直接効果，間接効果お
よび総合効果

ワーク・エンゲイジメント

変数名 b

職業的自己イメージの明確さ 直接効果 .18***
間接効果 .19***
総合効果 .37***

主体的キャリア形成意欲 直接効果 .10*
間接効果 .09***
総合効果 .18***

キャリアの自己責任自覚 直接効果 ─
間接効果 .06***
総合効果 .06***

Note. *p<.05, ***p<.001 
ブートストラッピング法（5000，バイアス修正済み）により，間接
効果と総合効果の有意水準を検討
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ントとジョブ・クラフティングを経由して間接的
に有意な正の影響をワーク・エンゲイジメントに
与えていた。この構造は，部分媒介である。「キ
ャリアの自己責任自覚」は，ワーク・エンゲイジ
メントに対して直接の正の影響はなかったが，専
門性コミットメントとジョブ・クラフティングを
経由して間接的に有意な正の影響をワーク・エン
ゲイジメントに与えていた。この構造は，完全媒
介である。なお，総合効果の影響は，「職業的自

己イメージの明確さ」「主体的キャリア形成意欲」
「キャリアの自己責任自覚」の順に大きくなって
いた。以上から仮説 2-2，2-3 については支持さ
れた。

次に，会社員のモデルに関する共分散構造分析
の結果を図 3 および表 5 で示す。

図 3 と表 5 に示すように，有意なパス，間接効
果の有意さ，完全媒介の構造，部分媒介の構造，
影響の大きさの順番について，会社員はフリーラ
ンスと同様の結果 56）を示した。したがって，仮
説 2-4 は支持されなかった。

Ⅵ　考　　察

１　理論的意義

本研究で得られた主要な分析結果をまとめる
と，次のとおりとなる。フリーランスのワーク・
エンゲイジメントの水準は，デモグラフィックな
属性や年収などの仕事に起因する要因を傾向スコ
アマッチングで調整したうえで，会社員より高か
った。その差異は，キャリア自律，専門性，創
造性という規定要因が会社員と比べて高いために

e3

e1

e2

キャリア自律

主体的キャリア
形成意欲

キャリアの
自己責任自覚

職業的自己
イメージの明確さ

ワーク・
エンゲイジメント

専門性への
コミットメント

図３　会社員に関する共分散構造分析のモデル

ジョブ・
クラフティング

Note. ***p<.001，**p<.01，*p<.05
実線は全て有意なパス。R²は決定係数である。 
簡略化のため，誤差変数間の相関関係の表記は省略した。

R²=.32

R²=.35   

R²=.48

.39***   

.29***   

.13**   

.25***

.43***   

.30***   

.22***

.30***   

.27***   

.21***   

.11**
.37***   

.07*   

表５　�会社員のモデルにおける直接効果，間接効果および総
合効果

ワーク・エンゲイジメント

変数名 b

職業的自己イメージの明確さ 直接効果 .31***
間接効果 .11***
総合効果 .42***

主体的キャリア形成意欲 直接効果 .10*
間接効果 .09***
総合効果 .20***

キャリアの自己責任自覚 直接効果 ─
間接効果 .08***
総合効果 .08***

Note. *p<.05, **p<.01, ***p<.001 
ブートストラッピング法（5000，バイアス修正済み）により，間接
効果と総合効果の有意水準を検討
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生じており，規定要因からワーク・エンゲイジメ
ントに与えるメカニズムにフリーランスと雇用者
の間に違いがあるため生じているわけではなかっ
た。また，キャリア自律が専門性と創造性に媒介
されてワーク・エンゲイジメントを高める，とい
うメカニズムが存在した。この分析結果の理論的
意義を次の 2 点で示す。

第 1 の意義は，フリーランスのワーク・エンゲ
イジメントの水準の高さで示された含意である。
従来は調査されていなかった就業区分の比較の結
果，会社員よりフリーランスのワーク・エンゲイ
ジメントの得点は高く，しかも日本の既存研究を
こえる高い数値を示した。また，キャリア自律が
専門性と創造性に媒介されてワーク・エンゲイジ
メントを高めるメカニズムが明らかになった。こ
のように，欧米諸国に匹敵するほど高いフリーラ
ンスのワーク・エンゲイジメントの水準は，騎
士・英雄言説の特徴であり，仕事への内発的な熱
意の向上に関連する要因が構成するメカニズムの
影響が大きい，という実態を解明したことが第 1
の意義である。

第 2 の意義は，ワーク・エンゲイジメントの規
定要因に関して，フリーランスと会社員に差異が
なかったことに関する示唆である。キャリア自
律，専門性，創造性に関する会社員の得点は，フ
リーランスに比べて全て有意に低かった。先行研
究では，会社員との対比でフリーランスの顕著な
特徴としてのキャリア自律，専門性，創造性を導
いていたが，本研究ではそれを実証したことにな
る。ところがフリーランスと会社員において，キ
ャリア自律を専門性と創造性が媒介してワーク・
エンゲイジメントに正の影響を与えるというメカ
ニズムは共通していた。仮説では先行研究と同様
に，会社員には JD-R モデル以外の要因のメカニ
ズムの影響は少ないと考え構築したが，分析結果
は仮説と異なるものになった。なぜ，仮説は支持
されなかったのだろうか。

先行研究では，会社員の組織において対処すべ
き領域に焦点があたり，ストレスコーピングを基
盤とする JD-R モデルに関する知見が蓄積されて
いた。他方，キャリア自律は組織に依存しないこ
とを示す概念であり，会社員における規定要因と

しては注目されにくかったと考えられる。しかし
本研究では，就業区分による比較という研究視角
を取り入れたことで，キャリア自律を起点とする
メカニズムの影響の大きさを明らかにすることが
できた。つまり，仕事への内発的な熱意を高める
というフリーランスの特徴である要因（キャリア
自律，専門性，創造性）が構成するメカニズムは，
その水準の多寡に拘わらず，就業者全般において
JD-R モデルと並行した位置づけで，ワーク・エ
ンゲイジメントを高めることが明らかになった。
仮説の目的はフリーランスの実態解明であった
が，フリーランスという異なる就業区分から会社
員を逆に照射することになり，就業者全般に該当
する新たなメカニズムを明らかにできた。

２　実践的意義

本研究ではワーク・エンゲイジメントの規定
要因に関し，フリーランスと会社員に共通する，
JD-R モデルと並行する位置づけの，キャリア自
律を起点とするメカニズムを明らかにした。した
がって，フリーランスに関する政策立案の議論に
おいては，単に保護するという視点だけでなく，
キャリア自律を起点とするメカニズムを促進して
いく（いわば，本意型フリーランスとも呼ぶべき存
在の比率を増加させていく）ことにも留意する必要
があろう。同様に，従来は明らかにされていなか
った，会社員のキャリア自律を起点とするメカニ
ズムの促進に関する政策立案にも目配りしていく
べきだろう。

３　本研究の限界と今後の課題

先述のとおり，本研究のフリーランスの回答者
には，典型的な準従属労働者に該当する者 57）の
含まれる比率が低いというバイアスを考慮する必
要がある。また傾向スコアマッチングでデータセ
ットを再構築したものの，フリーランスと会社員
のデータの収集方法が異なるというバイアスは免
れない。

さらに，本研究は従属変数と独立変数を同一の
回答者の自己申告で得ているため，それによるコ
モン・メソッド・バイアス（Podsakoff and Organ 
1986）は免れない。ただし，ワーク・エンゲイジ
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メントのような本人の知覚による心理的概念の
測定には，自己申告が理想的とみなされている

（Conway and Lance 2010）。また，質問表示にお
ける順序のランダム化やハーマン単一因子テスト
のように，一定の対処は行っている。

今後の研究としては，内閣府（2019）などの 3
調査と同様の手法に則りフリーランスのデータを
収集し，分析を進めることが考えられる。その場
合は，経済的従属性の強弱と自律性の高低に関し
て，データ内でより精緻に比較することも可能と
なろう。

謝辞　本研究は JSPS 科研費 JP18K01854 の助成を受けたもので
す。調査に多大なご協力をいただいたフリーランス協会に御
礼申し上げます。また，匿名の査読者と編集委員会から大変
貴重なご助言をいただきました。記して御礼申し上げます。

 1）総務省『平成 29 年度就業構造基本調査』によれば，有業者
における雇用者の比率は，1955 年に 44.1％であったが，その
後は上昇傾向が続き，2017 年には 89.1％に達している。

 2）「雇用によらない働き方」の実態は多様とされ，その調査対
象は，「士業・自営業を除く雇用関係が全くない働き手」「雇
用関係があるが副業としてフリーランスを行う働き手」「雇用
関係が複数以上あり兼業・副業を行う働き手」の 3 種類とさ
れている。

 3）「雇用類似の働き方」では，自営型テレワーク，クラウドソ
ーシングを利用した働き方，個人請負などを，「労働者」の概
念が拡張された「雇用」と「自営」の中間的な働き方として
いる。

 4）正式名称は，一般社団法人プロフェッショナル＆パラレル
キャリア・フリーランス協会。フリーランスとして活動する
プロフェッショナルが主体となって 2017 年に設立された，フ
リーランスによる，フリーランスのための支援団体とされて
いる。一般にフリーランス協会と呼称されており，本稿にお
いてもフリーランス協会と表記する。

 5）1985 年から 2015 年において「自営業主（雇人なし）」全体
は，685 万人から 396 万人へと減少している。「雇用的自営業
等」とは，特定の発注者に依存する自営業主，を意味する。
こちらは，128 万人から 164 万人へと増加している。

 6）ただし，この類型にも独立自営業者で除かれる農林業従事
者などが含まれ，対象者数の確定は同様に難しい。

 7）プラットフォーマーと呼ばれるクラウドソーシングにおい
て企業と働き手をマッチングする事業者である。

 8）Upwork Global によれば，米国のフリーランス対象者数は
5670 万人（労働力人口比率の 35％）であり，日本のフリーラ
ンスは米国の半数程度の規模ということになる。なお，小崎

（2019）によれば，ミレニアル世代など若年層がフリーランス
という働き方を支持しているため，米国，欧州，日本のいず
れの調査でも，その数は増加傾向にあるという。

 9）リクルートワークス研究所（2018）から作成した数字であ
る。

10）一人社長が含まれるかどうかなどにより，5 種類の試算が
示されている。

11）この調査は，厚生労働省の「雇用類似の働き方に係る論点
整理等に関する検討会」における実態把握に使用されたもの

であり，「雇用類似の働き方」とは「発注者から仕事の委託を
受け，主として個人で役務を提供し，その対償として報酬を
得る者」であり，その人数規模は約 228 万人（本業約 169 万
人，副業約 59 万人）としている。

12）こうした，フリーランスの内訳は，次のとおりである。ラ
ンサーズは，フリーランスの内訳と比率を，「自営業系独立オ
ーナー」（個人事業主・法人経営者であり，1 人で経営をして
いる者）（29％），「自由業系フリーワーカー」（特定の勤務先
を持たない独立したプロフェッショナル）（5％），「複業系フ
リーワーカー」（雇用形態に関係なく 2 社以上と契約ベースの
仕事をする者）（26％），「副業系すきまワーカー」（常時雇用
されているが，副業としてフリーランスの仕事をする者）（41
％）であるとする。フリーランス協会（2018）の内訳では，
雇用関係のない「独立系フリーランス」と，雇用関係のある

「副業系フリーランス」の 2 種類に大別される。「独立系フリ
ーランス」はさらに，法人成り，マイクロ法人などの「経営
者」，開業届提出者である「個人事業主」，定年退職者，主婦，
学生などの「すきまワーカー」の 3 種類に分類される。この
フリーランス協会の内訳は，本研究で定義するフリーランス
の実態に合致する，わかりやすい分類であるといえよう。

13）Uber ドライバーのように，労働時間が短く，かつ労働時間
のスケジュールを自分の判断で瞬時に変更できる労働者の類
型が，テイラーワーカーと呼ばれる。

14）たとえば，フリーランスとして働くアニメーターは，フリ
ーランスでありながら，9 割以上が特定の企業に机を置き作
業を行う。そうした仕事環境であっても，仕事内容の面白さ
があるがゆえ，低条件の労働条件を受容するという研究もあ
る。それはアニメーターにおいては，独創性を発揮するとい
う「クリエーター的規範」よりも上流工程の指示を遵守する
べきだという「職人的規範」が優先されることがあるからだ。
両規範とも技術向上を目指すべきという共通項を有していて，
その点でアニメーターは低労働条件を受容してしまうからだ。

（松永 2016）。
　　このようにアニメーターが低労働条件を受容していく過程

は，いわゆる「やりがい搾取」に該当するとも考えられる。
たとえば阿部（2006）は，低労働条件であるにもかかわらず，
バイクの技術向上と配達の時間短縮に挑戦するスリリングな
体験により，バイク便ライダーが「やりがい搾取」の状態に
陥る状況を，丁寧なフィールドワークにより明らかにしてい
る。

15）専門的思考と複雑なコミュニケーションが要求される職業
に従事する人々が，クリエイティブ・クラスと呼ばれる。労
働者の約 30％を占めるとされる。ただしクリエイティブ・ク
ラスは組織に属する場合と属さない場合があり，組織に属す
る場合は本研究の定義するフリーランスには該当しない。

16）雇用，起業とは区分された第 3 の働き方とされる。高い専
門性を武器に独立し，複数の企業と契約して働く存在を示す。
本研究におけるフリーランスの定義に含まれるものと考えら
れる。

17）組織人間と対置される概念である。フリーエージェントに
は，フリーランス，臨時社員，ミニ起業家の 3 種類があると
される。本研究のフリーランスの定義には，そのうち，フリ
ーランスとミニ起業家が該当すると考えられる。

18）「独立自営業者」は，「個人商店主，雇用主，農林業従事者
を除く，自営業・フリーランス・個人事業主・クラウドワー
カーの仕事で収入を得た者」（労働政策研究・研修機構 2018：
1）とされている。

19）4 件法における，満足している，ある程度満足している，
と回答した者の合計。

20）企業経営者・個人事業主のうち，消費者向け店舗を有さず，
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正社員を雇用していない者をフリーランスと定義している。
21）5 件法における，かなり満足，やや満足と回答した者の合

計。
22）5 件法における，非常に満足，満足と回答した者の合計。
23）たとえば，ワリス（2018）が「専門性を持ち，課題を把握

する力・本質を見極める力を備え，事業を主体的に推進し，
企業の課題解決に貢献している人」と定義する変革型フリー
ランスの 66％は主にリモートワークで働いており，フリーラ
ンスになったことへの満足度は 97％に達している。

24）ギャラップ，DDI，ヒューイット，タワーズワトソン，マ
ーサーなどのコンサルティング会社のエンゲイジメント概念
が該当するとして例示されている。

25）数少ない実証研究として，Saks（2006）は，Kahn（1990）
の理論を土台にして，社会的交換理論が従業員エンゲイジメ
ントの規定要因を説明するとした。社会的交換理論にもとづ
くと，従業員は組織から資源を提供され，それに応えようと
する義務感がある場合に，エンゲイジメントが高まる。実際，
Saks の実証研究においては，従業員に知覚された組織からの
支援（perceived organization support）は従業員エンゲイジ
メントの規定要因となっていた。

26）もともと自律性が高く複数の取引先があっても，事情によ
り取引先との契約が終了して単一の取引先しかなくなってし
まうフリーランスもいるだろう。あるいは，ギグワーカーで
ありながら，同時に安定した取引先との契約もあり，自律性
の高いフリーランスも存在するだろう。

27）リクルートワークス研究所（2019）のデータを分析したも
のである。

28）労働政策研究・研修機構（2019b）の個票を厚生労働省政策
統括官付政策統括室が独自集計した結果である。

29）キャリアコンピテンシーは，キャリアの志向が明確化され
ている，他者に助言を求めることができる，キャリアに関す
る主体性があるなどの項目から構成される。

30）専門性へのコミットメントは，組織コミットメントに対比
される概念として，職業そのものへのコミットメントを示す
概念として研究蓄積が進んでいる。

31）『フリーランス白書 2019』は，2019 年 3 月 6 日にフリーラ
ンス協会のホームページにおいて公開された。https://blog.
freelance-jp.org/survey2019/　（2019 年 3 月 6 日アクセス）

32）このデータにおける会社員の定義とはパート・アルバイト
は含まないが，会社員という名称であっても公務員は含まれ
ている。

33）具体的な質問項目は，個人において，深めていく専門性の
領域が明確で，高めるための計画があり，努力を惜しまない
などから構成されている。

34）従業員個人の，組織における主体的な一連の行動に関する
概念である。

35）なお，この論文では英語の質問項目が示されているが，本
研究では，論文の著者である関口倫紀教授から提供いただい
たオリジナルの日本語の質問を使用した。

36）傾向スコアとは，Rosenbaum and Rubin （1983）により，
相関研究において独立変数が従属変数に与える影響について，
共変量の影響を最小限にして因果効果を評価するために提案
された概念である。従来の手法では共変量の数が多くなると
解析が困難になるという欠点があったが，複数の共変量を 1
つのスコアにおきかえる傾向スコアは，より頑健な結果を得
ることができる。

37）c 統計量が 0.6 未満の場合は 2 群のオーバーラップが多すぎ
る，0.9 以上の場合はオーバーラップが多すぎることによる問
題が生じる。

38）キャリパーとはペアとして抽出される傾向スコアの差の閾

値であり，キャリパーの範囲内にあるペアが順次抽出され，
該当ペアが存在しなくなると，マッチングは終了する。

39）マッチング前の標準化差は，5 つの変数において 0.11 から
0.47 であったが，マッチング後は 0.01 から 0.15 まで減少した。
年齢のみ基準とされる 0.1 を上回っていたが，他の 4 つの変
数は 0.1 未満であり，年齢も 0.20 から 0.15 まで減少した

40）20 時間未満 23 名（3.5％），20 時間以上 60 時間未満 105 名
（15.8％），60 時間以上 100 時間未満 93 名（14.0％），100 時
間以上 140 時間未満 106 名（15.9％），140 時間以上 200 時間
未満 208 名（31.3％），200 時間以上 250 時間未満 72 名（10.8
％），250 時間以上 58 名（8.7％）であった。

41）200 万未満 152 名（22.9％），200 ～ 400 万未満 190 名（28.6
％），400 ～ 600 万未満 126 名（18.9％），600 ～ 800 万未満 90
名（13.5％），800 ～ 1000 万未満 49 名（7.4％），1000 ～ 1200
万未満 37 名（5.6％），1200 ～ 1500 万未満 9 名（1.4％），1500
～ 2000 万未満 7 名（1.1％），2000 万円以上 5 名（0.8％）で
あった。

42）開業の形態としては，個人事業主（開業届提出済）408 名
（61.4％），個人事業主（開業届未届）132 名（19.8％），法人
経営 43 名（6.5％），副業フリーランス 75 名（11.3％），その
他 7 名（1.1％）であった。

43）主な収入を得ている職種としては，ビジネス系（経営企画，
人事，経理など主にスタッフ職関係）102 名（15.3％），IT・
エンジニア系 166 名（25.0％），文筆系 163 名（24.5％），コン
サルタント・カウンセラー系 79 名（11.9％），職人・アーテ
ィスト系 73 名（11.0％），専門・士業系 15 名（2.3％），接客・
作業系 25 名（3.8％），その他 42 名（6.3％）であった。

44）大企業（500 名人以上）306 名（46.0％），中規模企業（100
～ 500 名未満）160 名（24.1％），小規模企業（100 名未満）
199 名（29.9％）であった。

45）20 時間未満 11 名（1.7％），20 時間以上 60 時間未満 157 名
（23.6％），60 時間以上 100 時間未満 29 名（4.4％），100 時間
以上 140 時間未満 38 名（5.7％），140 時間以上 200 時間未満
346 名（52.0％），200 時間以上 250 時間未満 67 名（10.1％），
250 時間以上 17 名（2.6％）であった。

46）200 万 未 満 64 名（9.6 ％），200 ～ 400 万 未 満 249 名（37.4
％），400 ～ 600 万 未 満 183 名（27.5 ％），600 ～ 800 万 未 満
105 名（15.8 ％），800 ～ 1000 万 未 満 41 名（6.2 ％），1000 ～
1200 万未満名 10 名（1.5％），1200 ～ 1500 万未満 9 名（1.4
％），1500 ～ 2000 万 未 満 2 名（0.3 ％），2000 万 円 以 上 2 名

（0.3％）であった。
47）職種は，経営・営業・企画系 217 名（32.6％），IT・エンジ

ニア系 59 名（8.9％），執筆・編集系 5 名（0.8％），高度専門
職系 27 名（4.1％），技能職・アーティスト系 29 名（4.4％），
接客・作業系 155 名（23.3 名），有資格専門職 51 名（7.7％），
その他 122 名（18.3％）であった。

48）ただし，「キャリアの自己責任自覚」は本来 4 項目であるも
のが 2 項目で因子になったので，その 2 項目を使用している。

49）すべての変数に関して，探索的因子分析（主因子法）を行
ったところ，固有値 1 以上の因子は 6 つ抽出された（累積寄
与率 63.78％）が，第 1 因子の寄与率は 39.61％であり，重大
な問題は存在しなかった。

50）マッチング前についても，6 つの変数のいずれも，会社員
に比べて，フリーランスの得点が有意に高かった。

51）月平均勤務時間については，回答が階層別になっているた
め，各階層の中間値により時間に換算した。最高階層につい
ては，その前段階の階層の中間値との差を加算して，中間値
を設定した。年収については，回答が階層別になっているた
め，各階層の中間値により金額に換算したうえ，さらに自然
対数に変換した。最高階層については，その前段階の階層の
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中間値との差額を加算して中間値を設定し，換算した。
52）仕事の資源とは，業務の自律性，ソーシャルサポート（職

場での支援），上司との関係性，専門性開発の機会など，業務
上の負荷を軽減し，個人の成長と発達を促す仕事面の要因で
ある。したがって就業環境の満足度は業務の自律性に関連し，
仕事上の人間関係はソーシャルサポートや会社員における上
司との関係性，スキル向上は専門性開発の機会に該当する。

53）個人の資源とは，個人の回復力（resiliency）と，取り巻く
環境をより肯定的に捉え制御していく資質であり，自己効力
感，組織内での自尊心，楽観性などが該当する。仕事の達成
感／充実感は，フリーランスと会社員の双方において，自己
効力感を判断するのに妥当であろう。社会的地位は，会社員
では組織内の自尊心と読み替えることができるが，フリーラ
ンスの場合は組織に属していない。この場合，組織と社会を
読み替えて考えることが妥当であろう。

54）この場合，独立変数 X から従属変数 Y に有意な関係があ
り，独立変数 X から媒介変数 M に有意な関係があり，媒介
変数 M から従属変数 Y に有意な関係があり，独立変数 X と
媒介変数 M を同時投入しても媒介変数 M から従属変数 Y に
有意な関係があれば，媒介が成立する。その際，独立変数 X
から従属変数 Y への関係がなくなれば完全媒介であり，有意
であっても弱くなれば部分媒介である。

55）この方法の利点は，Amos を使用することにより，共分散
構造分析と組み合わせて，間接効果を検証できることにある。

56）多母集団同時分析においては，双方の共分散構造において
有意なパスが存在する場合でも，その差の検定をすることが
できる。有意な差があったのは，「主体的キャリア形成意欲」
から「専門性コミットメント」「キャリアの自己責任自覚」か
ら「ジョブ・クラフティング」「ジョブ・クラフティング」か
ら「ワーク・エンゲイジメント」という 3 つのパスであった。

57）先述のとおり，労働政策研究・研修機構（2019a）で示され
た，「本業で，発注者からの委託を受け，『事業者』を直接の
取引先とする約 130 万人」の中で，発注者が特定されており

（単一であり），その関係が緊密で，選択や交渉の余地が少な
い場合であり，経済的従属性の強い者が，これに該当しよう。
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